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独立行政法人海技教育機構平成１９年度計画

１．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

(1) 組織運営の効率化の推進

① 本部と各学校間の人員配置の見直し等により、一層の効率的な組織運営の推進を

図る。

② 本部においては、国の施策及び海運業界のニーズの把握に努め、海技教育の検証

を行い必要な措置を検討する等、効率的な組織運営に努める。

(2) 人材の活用の推進

大学等の教育研究機関、海事関連行政機関及び民間の海運企業等の知見を積極的に

活用して組織の一層の活性化を図るために、これらの機関等と１０名以上の人事交流

を図る。

(3) 業務運営の効率化の推進

① 施設管理業務等の外部委託化、管理業務のＩＴ化を推進するとともに、引き続き

英語のカリキュラムの一部を民間に開放することにより、業務運営の効率化を推進

する。

② 一般管理費（人件費、公租公課等の所要額計上を必要とする経費及び特殊要因に

より増減する経費を除く ）及び業務経費（人件費、公租公課等の所要額計上を必。

要とする経費及び特殊要因により増減する経費を除く ）について、中期目標期間。

中に見込まれる当該経費総額の抑制に努める。

、 、③ 船員教育のあり方全般の見直しに関する検討結果を踏まえ 所要の措置を検討し

実施していく。また、交通政策審議会海事分科会における中間とりまとめの状況を

踏まえ、必要な対応に積極的に取り組む。

２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため

とるべき措置

(1) 海技教育の実施

① 資格教育

イ 養成対象を本科から専修科へ移行する宮古校の、平成２０年度専修科学生募集

を開始する。また、本科の入学定員については、１４０名とする。

ロ (a) 専修科の教育を修了した者がより上級の教育に進むことができる課程を新

設し、基本教育から高度な教育までの一貫教育を実施することにより、資

格教育の充実・強化を図る。

〔新設する課程〕

海上技術コース（航海専修 （機関専修） 入学定員１０名程度）、

(b) 就労船員等を対象とする資格教育については、各コース別の年間募集人員

を以下のとおりとする。

海上技術コース（航海専攻 （機関専攻） １０名）、
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海技士コース １００名

ハ (a) 効率的な実施を図るため、海技士コースにおいて、四級及び五級海技免許

の取得を目的とする教育の一体的実施を試行する。また、三級海技免許の

取得を目的とする海上技術コース 航海 機関 及び同 航海専修 機（ ）、（ ） （ ）、（

関専修）において、教育内容に応じた一体的な実施を試行する。

(b) 内航海運業界のニーズに対応し、内航海運事業者に雇用されている者であ

って、船員教育機関以外の高等学校を卒業した者若しくはこれと同等と認

められる者を対象とする課程を新設する。

〔新設する課程〕

海技士コース（六級航海専修） 年間募集定員４０名

(c) 学生に対する模擬試験の実施、個別指導の充実・強化により教育の充実を

図る。

(d) 船舶の技術革新や海運業界のニーズに的確に対応するため、教科書改訂を

継続する。

、 。(e) 即戦力ある若年船員養成のため インターンシップ教育の改善に着手する

(f) 本科及び専修科における船内供食及び栄養管理に関する教育内容の検証を

行う。

② 実務教育

イ 技術教育科については、各コース別の年間募集人員を以下のとおりとする。

運航実務コース ７４５名

海事教育通信コース １３５名

船舶保安管理者コース ９６名

外航基幹職員養成コース ２０名

国際協力コース ５０名

ロ 運航実務コースについては、海運業界の共益的事業としてふさわしい教育を精

査する。

ハ 海事教育通信コースについては、海運業界のニーズに対応し、教育課程及び教

育内容の見直しを行う。

ニ 水先人の後継者不足に対応するため、水先に係る知識及び技能を教授すること

を目的とする水先コースを船舶運航実務課程に新設する。

③ 課程の見直し

国の政策及び海運業界のニーズの変化に柔軟に対応できるよう、引き続き教育課

程及び教育内容の見直しを検討する。

④ 合格率

資格教育については、補講等の自主講座、模擬試験、個別指導を充実させること

により、海技士国家試験の合格率を９０％以上とするよう努める。

なお、本科に限っては、その合格率の目標を６５％以上とする。

⑤ 就職率

就職情報ネットワークを改善し、船員職業紹介事業の更なる充実を図り、海事関

連企業への訪問等求職活動を強化することにより、海事関連企業への就職率を、専
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修科においては９０％以上、本科においては７０％以上、海上技術コースにおいて

は９０％以上とする。

⑥ 意見交換会の実施

海運業界のニーズ等に対応した効果的な海技教育を実施するため、関係する教育

機関や海運業界と１０回程度の意見交換会を開催し、各機関・海運業界との対話を

積極的に進める。

⑦ 研修の実施

授業に必要な船舶運航に関する最新の知識及び技能を習得するための教員の研修

計画を策定し、２４名以上の研修及び船舶乗船研修を実施し、これらの研修等で得

た知識及び技能の共有化によって、研修効果の拡大を図る。また、機構の適正な運

営に必要な事務員等の研修計画を策定し、１６名以上の研修を実施する。

⑧ 自己評価体制の充実

自己評価体制の充実に向け、現状の自己評価体制を検証し、その評価結果の教育

・研究への反映状況を検証する。また、学生・生徒による授業評価を基に、研究授

業を推進し効果的な座学・実習授業の進め方の改善に努める。

⑨ 広報活動

学校案内、ホームページ等広報活動のあり方を検討するとともに、特に専修科拡

充に対応した募集活動を積極的に展開し、新たな船員供給源の開拓に努める。

⑩ その他

イ 寮生活における生活指導に係る研修を実施し、その成果を船員としての人間教

育に反映させる。

ロ 本科においては、定期的に保護者会を開催し、保護者会との連携を強化するこ

とにより生活指導を充実する。

(2) 研究の実施

① 研究件数

海技教育、船舶の運航の分野で組織的に研究計画を策定し、重点研究２件以上、

一般研究８件以上を行う。また、研究活動の活性化を図るため、３件程度の共同研

究又は受託研究を他の船員教育機関や大学・研究所等と行う。

② 研究の評価及び反映

、 、研究に関する評価を適切に行い その評価結果を研究活動に反映させるとともに

研究成果を教育への反映に努める。

(3) 成果の普及・活用促進

① 技術移転の推進等

国内外の船員教育機関の要請に応じ、海技教育及び船舶運航に関する知識・技術

の普及・活用促進を図るため、５名程度の研修員を受け入れるとともに、政府機関

等の要請に応じ海技教育専門家として海外に派遣する。また、学会等の関係委員会

へ委員として１６名程度派遣する。

② 研究の公表
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(a) ５件程度の論文発表又は国際学会発表並びに５件程度の国内学会発表等を

行う。

(b) 研究発表会を開催するとともに研究報告書を作成する。

(c) ホームページ上で研究成果及び海技教育に関する情報を外部へ公表し、教

育・研究成果の普及に努める。

③ 海事思想の普及等

教育・研究成果及び海事思想の普及に資するため、一般市民を対象とする公開講

座や練習船による体験航海等を２５回程度実施する。また、ホームページの年間ア

クセス数の増加を図るため、改善を図る。

３．予算

(1) 自己収入の確保

海運業界の状況等を勘案しつつ適切な受益者負担を導入した授業料等への改定を検

討する。

ただし、海技課程については、授業料改定に向けて準備を行う。

(2) 平成１９年度予算（人件費の見積りを含む ）。

区 別 金額(百万円)

収入

運営費交付金 ２，８１７

施設整備費等補助金 ０

受託収入 ２４

業務収入 １１９

計 ２，９６０

支出

業務経費 ４３５

施設整備費 ０

受託経費 ２３

一般管理費 ２４６

人件費 ２，２５６

計 ２，９６０

［人件費の見積り］

年度中総額１，７８０百万円を支出する。

但し、上記の額は、常勤役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当、

休職者給与及び国際機関派遣職員給与に相当する範囲の費用である。

(3) 平成１９年度収支計画
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区 別 金額(百万円)

費用の部 ３，００８

経常費用 ３，００８

業務費 １，９７８

受託経費 ２３

一般管理費 ９５９

減価償却費 ４８

収益の部 ３，００８

運営費交付金収益 ２，８１７

受託収入 ２４

業務収入 １１９

資産見返負債戻入 ４８

資産見返負債戻入 ４８

純利益 ０

目的積立金取崩額 ０

総利益 ０

(4) 平成１９年度資金計画

区 別 金額(百万円)

資金支出 ２，９６０

業務活動による支出 ２，９６０

投資活動による支出 ０

次期中期目標期間への繰越金 ０

資金収入 ２，９６０

業務活動による収入 ２，９６０

運営費交付金による収入 ２，８１７

受託収入 ２４

業務収入 １１９

投資活動による収入 ０

施設費補助金による収入 ０

４．短期借入金の限度額

、 、予見し難い事故等の事由に限り 資金不足となる場合における短期借入の限度額は

５００百万円とする。

５．重要な財産の処分等に関する計画

なし
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６．剰余金の使途

年度中に生じた剰余金は、計画の達成状況に応じて、施設・設備等の整備、研究調

査費等教育基盤の整備充実のため使用するものとする。

７．その他主務省令で定める業務運営に関する事項

(1) 施設・設備に関する計画

なし

(2) 人事に関する計画

上記の各般の業務運営の効率化を通じて 「行政改革の重要方針 （平成１７年１２、 」

月２４日閣議決定）を踏まえ、前中期目標期間の最終年度予算を基準として、本中期

目標期間の最終年度までに人件費（退職手当等を除く ）について５％以上の削減を。

行う。また、国家公務員の給与構造改革を踏まえた役職員の給与体系の見直しを進め

る。




